
＜ ＞内は収支均衡料率
…支出を賄うために
必要な料率水準

収入 支出収入 支出 収入 支出収入 支出

収支赤字
▲6.6

収支赤字
▲5.1

+2.2 +2.3 +0.0 ▲4.0－

（積立方針）積立金残高は 10 億円規模を維持する。

＜70‰＞
＜74‰＞

＜82‰＞

＜87‰＞
＜91‰＞

収支赤字
▲11.7

保険料収入
104.9

給付費
55.9

保健事業費
8.8

納付金
高齢者医療

負担金
51.5

収支赤字
▲10.2

保険料収入
115.0

給付費
57.8

保健事業費
8.8

納付金
高齢者医療

負担金
58.0

保険料収入
132.2

給付費
61.9

保健事業費
9.4

納付金
高齢者医療

負担金
66.7

保険料収入
142.6

給付費
64.3

保健事業費
9.6

納付金
高齢者医療

負担金
73.0

+5.0‰
+2.5‰

+2.5‰

保険料率

被保険者
事 業 主

21.5‰
41.5‰

63.0‰

法定準備金残高

（参考）

健保連の均衡料率（1400組合平均）の予測

平成23年度
実　　績

対平成22
増加

+5.0‰
+2.5 ‰

+2.5 ‰

保険料率

被保険者
事 業 主

24.0‰
44.0‰

68.0‰

平成24年度
実　　績

対平成23
増加

収入 支出

＜74‰＞

（97‰） （99‰） （102‰） （104‰）

収支黒字
＋6.3

保険料収入
132.1

給付費
59.3

保健事業費
9.1

納付金
高齢者医療

負担金
56.6

+10.0‰
+5.0 ‰

+5.0 ‰

保険料率

被保険者
事 業 主

29.0‰
49.0‰

78.0‰

平成25年度
見　　込

対平成24
増加

－

－

－

保険料率

被保険者
事 業 主

29.0‰
49.0‰

78.0‰

平成26年度
予　　測

対平成25
増加

+6.0‰
+3.0‰

+3.0‰

保険料率

被保険者
事 業 主

32.0‰
52.0‰

84.0‰

平成27年度
予　　測

対平成26
増加

平成26 ～ 28年度予測

経

常

収

支

内
部
留
保

24.2 26.5 26.5 26.5 22.5

▲12.9 ▲11.3 ▲5.6 ▲0.1+7.1

別途積立金残高

20.5 9.2 16.3 10.7 10.6

▲0.522.0

▲0.410.2

後
期
高
齢
者
支
援
金
１
０
０
％
総
報
酬
制

収入 支出

収支赤字
▲1.9

保険料収入
152.9

給付費
66.8

保健事業費
9.7

納付金
高齢者医療

負担金
77.6

+6.0‰
+3.0‰

+3.0‰

保険料率

被保険者
事 業 主

35.0‰
55.0‰

90.0‰

平成28年度
予　　測

対平成27
増加

料率据え置き

（億円） 欄の右の数値は対前年比

欄の右の数値は対前年比（億円）

　

健
康
保
険
組
合
財
政
を
見
る
指
標
の
ひ
と
つ
に
「（
保
険
料
を

負
担
し
て
い
る
）
被
保
険
者
一
人
当
た
り
」
と
い
う
指
標
が
あ

り
ま
す
。

　

こ
の
指
標
で
当
健
保
組
合
の
支
出
項
目
ご
と
の
効
率
性
を
他

健
保
組
合
比
で
見
た
の
が　
　
　
で
す
。
健
保
組
合
の
支
出
項

目
に
は
あ
る
程
度
コ
ン
ト
ロ
ー
ル
で
き
る
項
目
（
★
表
示
）
と

で
き
な
い
項
目
が
あ
り
ま
す
が
、
残
念
な
が
ら
支
出
の
大
宗
を

占
め
て
い
る
「
法
定
給
付
費
」
と
「
納
付
金
」
は
コ
ン
ト
ロ
ー

ル
が
難
し
い
項
目
で
す
。
当
健
保
組
合
の
場
合
、「
法
定
給
付
費
」

は
他
健
保
組
合
比
や
や
低
い
水
準
で
あ
る
一
方
、「
納
付
金
（
高

齢
者
医
療
負
担
金
）」
は
報
酬
比
例
の
要
素
が
あ
り
、
当
健
保

組
合
は
他
健
保
組
合
に
比
べ
相
対
的
に
報
酬
は
高
い
た
め
、
や

や
高
め
と
な
っ
て
い
ま
す
。

　

次
に
コ
ン
ト
ロ
ー
ル
が
あ
る
程
度
で
き
る
項
目
を
み
る
と
、

健
保
組
合
の
運
営
費
で
あ
る
「
事
務
費
」
は
他
健
保
組
合
比
か

な
り
低
く
、「
付
加
給
付
費
」
は
今
年
度
の
制
度
改
定
に
よ
り

来
年
度
で
は
他
健
保
組
合
平
均
水
準
が
見
込
ま
れ
ま
す
が
、「
保

健
事
業
費
」
は
他
健
保
組
合
比
か
な
り
高
い
水
準
に
あ
り
ま
す
。

　
「
保
健
事
業
費
」は
一
般
的
に
は「
保
養
所
」「
体
育
奨
励
費
」「
健

康
診
断
の
補
助
」
等
で
構
成
さ
れ
て
い
ま
す
が
、
当
健
保
組
合

の
場
合
は
「
保
養
所
」
や
「
体
育
奨
励
費
」
は
ま
っ
た
く
な
く
、

概
ね
被
保
険
者
で
あ
る
社
員
と
任
意
継
続
者
、
被
扶
養
者
で
あ

る
配
偶
者
へ
の
健
康
診
断
費
用
の
補
助
と
な
っ
て
い
ま
す
。

　

社
員
に
つ
い
て
は
事
業
主
で
要
し
た
健
診
費
用
の
75
％
を
事

業
主
に
還
元
し
、
配
偶
者
や
任
意
継
続
者
に
対
し
て
は
健
保
組

合
が
業
者
に
委
託
し
て
実
施
し
て
い
ま
す
（　
　
　
参
照
）。

　

配
偶
者
や
任
意
継
続
者
に
対
す
る
健
診
の
受
診
率
は
大
体

65
％
程
度
（　
　
　
参
照
）
で
、
35
歳
以
上
の
方
で
す
と
大
体
４

～
５
万
円
を
要
す
る
健
診
を
自
己
負
担
な
し
で
行
っ
て
い
ま
す
。

　

損
保
の
他
健
保
組
合
で
も
同
様
の
健
診
補
助
制
度
が
あ
り

ま
す
が
、
い
ず
れ
も
補
助
方
式
や
一
部
自
己
負
担
方
式
で
あ
り

（　
　
　
参
照
）、
全
額
健
保
組
合
負
担
と
い
う
所
は
あ
ま
り
な

く
、
一
部
自
己
負
担
の
可
否
に
つ
い
て
受
診
率
へ
の
影
響
も
含
め

て
検
討
し
て
い
ま
す
。

　

従
来
よ
り
お
知
ら
せ
し
て
い
る
と
お
り
、
今
後
の
保
険
料

率
を
考
え
る
上
で
最
大
の
支
出
項
目
で
あ
る
給
付
費
と
納
付
金

（
高
齢
者
医
療
負
担
金
）
は
、
今
後
と
も
着
実
な
増
加
が
見
込

ま
れ
、
保
険
料
率
の
見
直
し
（
引
き
上
げ
）
は
不
可
避
の
状
況

に
変
わ
り
は
あ
り
ま
せ
ん
。
と
り
わ
け
昨
年
10
月
に
国
会
に
提

出
さ
れ
た
「
社
会
保
障
制
度
改
革
の
全
体
像
及
び
進
め
方
を
明

ら
か
に
す
る
法
律
案
（
い
わ
ゆ
る
プ
ロ
グ
ラ
ム
法
案
）」
で
は
、

納
付
金
（
高
齢
者
医
療
負
担
金
）
の
内
の
後
期
高
齢
者
支
援
金

の
１
０
０
％
総
報
酬
制
へ
の
移
行
（
当
健
保
組
合
へ
の
影
響
額
は

約
９
億
円
の
負
担
増
＝
料
率
で
約
５
‰
の
引
き
上
げ
）
が
明
記

さ
れ
、
27
年
度
導
入
の
可
能
性
が
高
く
な
っ
て
い
ま
す
。

　

こ
の
よ
う
な
状
況
下
、
先
の
組
合
会
（
昨
年
10
月
28
日
開
催
）

で
確
認
し
た
当
年
度
見
込
を
出
発
点
と
し
た
当
健
保
組
合
の
健

康
保
険
の
財
政
と
料
率
の
今
後
の
予
測
は
、
次
の
と
お
り
で
す
。

　

本
来
は
４
‰
程
度
の
引
き
上
げ
が
必
要
だ
が
、
別
途
積

立
金
を
一
部
取
り
崩
す
こ
と
に
よ
り
、
料
率
は
78
‰
に
据

え
置
く
（
な
お
、
介
護
保
険
料
率
も
現
行
の
10
‰
に
据
え

置
く
見
込
み
）。

　

後
期
高
齢
者
支
援
金
の
１
０
０
％
総
報
酬
制
が
導
入
さ

れ
た
場
合
、
他
の
要
素
も
含
め
て
全
体
で
９
‰
程
度
の
大

幅
な
料
率
引
き
上
げ
が
必
要
だ
が
、
法
定
準
備
金
の
積
立

基
準
の
制
度
改
定
を
活
用
し
た
取
り
崩
し
等
に
よ
り
84
‰

水
準
（
６
‰
の
引
き
上
げ
）
を
見
込
む
。

　

収
支
均
衡
料
率
は
91
‰
が
必
要
だ
が
、
90
‰
の
水

準
（
６
‰
の
引
き
上
げ
）
を
見
込
む
（
一
方
、
こ
の
時
点

の
健
保
連
約
１
４
０
０
組
合
の
収
支
均
衡
料
率
の
平
均
は

１
０
４
‰
水
準
が
予
測
さ
れ
て
い
る
）。

　

次
年
度
の
保
険
料
率
に
つ
い
て
は
、
２
月
開
催
の
予
算
組
合

会
で
最
終
決
定
さ
れ
ま
す
が
、
今
後
も
適
切
か
つ
機
動
的
な
対

応
が
で
き
る
よ
う
検
討
を
進
め
て
ま
い
り
ま
す
。

平成26年度平成27年度平成28年度

健
康
保
険
の

今
後
の
財
政
と
料
率
に
つ
い
て

健
康
保
険
組
合
財
政
の
効
率
化

に
つ
い
て

3
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2表  健康保険の経常収支と内部留保残高の推移
下段（  ）内は平成 23 年度数値

3表  健保組合支出項目　平成 24 年度被保険者一人当たり数値

★…ある程度、支出のコントロールが可能な項目

他健保組合との
比較ポイント

他健保組合比とりわけ低い（効率的な）水準。
全健保組合の平均をやや下回る水準。
本年度制度改定により、来年度には被保険者一人当たり数値は 6,000 円台となる模様。
負担の算出は報酬比例の要素もあり、全健保組合平均をやや上回る水準。
当健保組合の保健事業費は保養所・体育奨励費は一切無く、支出の大半は健康診断の補助に充てら
れているが、他健保組合比高い水準。

事 務 費
法定給付費
付加給付費
高齢者納付金

保健事業費

当 健 保 組 合
（参考）支出総額

事 務 費
<健保組合人件・物件費>

法 定 給 付 費

付 加 給 付 費

納 付 金
（高齢者医療負担金）

保 健 事 業 費

★

★

★

（84 百万円） 

（5,313 百万円） 

（273 百万円） 

（5,145 百万円） 

（875 百万円） 

（3,393 円） 

（215,854 円） 

（11,100 円） 

（209,007 円） 

（35,558 円） 

76 百万円  

5,565 百万円  

217 百万円  

5,795 百万円  

880 百万円  

3,051 円  

222,254 円  

8,654 円  

231,424 円  

35,147 円  

損保他
8組合平均

健保連約
1400組合平均

三井系他
18組合平均

住友系他
6組合平均

（7,829 円） 

（220,961円） 

（6,222 円） 

（216,722円） 

（26,745 円） 

（9,585 円） 

（310,324 円） 

（13,637 円） 

（266,236 円） 

（27,065 円）

（7,381 円） 

（225,866 円） 

（5,691 円） 

（183,824 円） 

（19,739 円） 

（13,629 円） 

（249,778 円） 

（184,358 円） 

（21,649 円） 

7,710 円

227,682 円  

6,307 円

222,558 円  

28,899 円

10,230 円  

264,807 円  

11,088 円  

284,539 円  

23,817 円  

不　　明

不　　明

不　　明

不　　明

不　　明

13,644 円  

251,867 円
  

207,947 円  

21,565 円  

4表  保健事業費における健康診断の補助制度
受診者 健診の実施主体 健 保 組 合 の 補 助 制 度

社　　　　員

配偶者、任意継続者

事　 業 　主

健 保 組 合

事業主（全額負担）の要した費用の 75％を健保組合が事業主に補助

全額（35 歳以上で男性 39,000 円、女性 39,000 ～ 50,000 円程度）健保組合が補助

5表  配偶者・任意継続者健診受診率の推移
配　　偶　　者

平成23年度 平成24年度
計

平成23年度 平成24年度
任　継　者（家族含む）

平成 23年度 平成24年度
健 診 対 象 者
受 診 者
受 診 率

7,553 人 
4,925 人 
65.2 %

7,800 人 
5,073 人 
65.0 %

1,113 人 
697 人 
62.6 % 

1,232 人 
779 人 
63.2 %

8,666 人 
5,622 人 
64.9％ 

9,032 人 
5,852 人 
64.8％

6表  損保健保組合の配偶者・任意継続者健診補助水準

当 健 保 組 合
Ａ 健 保 組 合
Ｂ 健 保 組 合
Ｃ 健 保 組 合
Ｄ 健 保 組 合

なし
（一部）自己負担方式

補　助　方　式
補　助　方　式

（一部）自己負担方式

（35 歳以上で男性 39,000 円、女性 39,000 ～ 50,000 円の健診を全額補助）
男性 7,500 円、女性 10,000 円を（一部）自己負担。
男性 30,000 円、女性 33,000 円を健保組合から補助。
男性・女性一律 21,000 円程度を健保組合が補助。
男性・女性費用の 20％を（一部）自己負担。

健保組合 自己負担の方式 補助額、自己負担額水準


